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「土地利用調整関連条例の一部改正について」に対する 

       パブリック・コメント手続の実施結果について 

 

１ 意見募集期間 

  令和元年(2019年)10月９日（火）から11月１日（金）まで 

 

２ 意見の提出者数と意見件数 

  提出者数   ２人   意見件数    16件  

 

３ 提出方法の内訳 

  電子メール  １人   ファクシミリ  １人 

 

４ 提出された意見の概要及び市の考え方 

 

（１）横須賀市土地利用基本条例 

 

 意見の概要 件数 市の考え方 

１  協議の対象外となる事案

の例となっている「予定建築

物の用途に変更を生じない」

とはどういうことか。 

 また、濫用されることはな

いのか。 

１件  予定建築物の用途の変更は、具

体的には一戸建て住宅から共同

住宅への変更等が該当します。 

 また、協議結果の公表など、適

正な制度運営を心がけているた

め、濫用はされないと考えていま

す。 

２  どの条項を対象とした改

正なのか。 

１件  第９条を改正の対象としてい

ます。 

３  新たに規定する変更協議

の手続はどのようなものか。 

１件  土地利用行為の変更内容がわ

かる図書とともに変更協議書を

行為者に提出してもらいます。 

 その上で、変更内容と本市の政

策等との整合性等について調査

し、その結果を行為者に通知しま

す。 
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４  計画住戸数の10分の１未

満の増加であっても影響は

大きくなるので、少なくとも

変更協議の対象とすべきで

はないか。 

２件  軽微な変更と判断するには、ご

意見の条件のほか、近隣住民又は

周辺住民の範囲が拡大しないこ

となどの条件を全て満たすこと

が必要となります。 

 よって、影響が大きくなる変更

が、軽微な変更の対象となること

はないと考えます。 

５  簡易宿所は、ゲストハウス

等のことか。 

１件  簡易宿所は、宿泊する場所を多

数人で共用する構造及び設備を

主とする施設とされていますの

で、いわゆるゲストハウスやカプ

セルホテルが該当します。 

 

（２） 市街地における適正な土地の高度利用に関する条例 
 

 意見の概要 件数 市の考え方 

１  ピロティとは何か １件  建築物を柱だけで支え、１階部

分の一部が自由に通り抜けでき

るようになった空間のことをい

います。 

２  建築物のピロティの部分

を空地に含めることによっ

て容積率の割増しをすべき

ではない。 

２件  国が都市計画制度の運用の原

則的な考え方を示した都市計画

運用指針においては、壁面の位置

を主体的に定めることができる

とされています。 

 具体的には、上階部分の壁面の

位置より下階の歩行者部分の壁

面の位置を道路境界線から後退

して定めて道路に面して歩行者

のための空間を確保するという

ものです。 

 このことからも、建築物のピロ

ティの部分を空地とみなすこと

は、問題がないと考えます。 



3 

 

（３） 横須賀市景観条例 

 

 意見の概要 件数 市の考え方 

１ 道路上の建築行為等を届

出対象行為とするのは賛成

である。 

１件 貴重なご意見として承ります。

  

２ 届出対象行為から除外す

る項目は極力なくすべきで

ある。 

１件 小さな敷地の小さな建築物に

係る建築行為等はもともと届出

対象行為に該当しません。 

このことからも、大きな敷地の

小さな建築物で、道路から見え

ず、市長が周辺景観に影響を及ぼ

さないと認めたものを届出対象

行為から除外することは問題が

ないと考えます。 

なお、市長が認めるかの判断を

するため、行為者には、別途、申

請書を提出していただきます。 

３  協議の有効期限を設ける

のは賛成である。 

１件 貴重なご意見として承ります。 
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（４） 横須賀市建築物の解体等工事に伴う紛争の未然防止に関する条例 

 

 意見の概要 件数 市の考え方 

１ 適用除外規定が、どのような

規定となるのか、具体的に明

示して欲しい。 

１件  パブリック・コメントの資料に

記載している内容等を適用除外

として扱うことを予定していま

すが、条例では第１０条第２項に

「やむを得ない理由があると市

長が認める場合はこの限りでな

い」旨の文言を追加することなど

を検討しています。 

２  アスベストの飛散や、騒音

等の解体に伴う被害は、境界

線から離れている場合でも、

影響が及ぶことから、適用除

外とすべきではないのでは

ないか。 

１件  ちらしの配布や直接説明の範

囲が過大である場合には適用除

外としますが、説明を求めた近隣

住民への直接説明が除外される

ものではありません。 

 

３ 

 

現行の基準を示して欲し

い。 

１件 現行の基準では、まず、敷地境

界線から１０ｍの範囲が近隣住

民に位置付けられ、説明範囲とな

っています。 

また、該当建物が１０ｍを超え

ていれば、外壁から建物高さの２

倍の範囲も近隣住民と位置付け

られ、説明範囲となっています。 

４ 解体工事計画の届け出の期

日を標識の設置の前日まで

から、標識の設置の当日まで

とする変更に意味があるの

か。 

 

１件 標識の掲示日数に変更はない

ため、住民にとっての影響はあり

ません。事業者にとっては、工事

計画書届出の提出日と同日に標

識設置する等の作業ができ、負担

軽減につながります。 

 


